デンシ キロク サイケン セイド ノ ガイヨウ ト ジツムジョウ ノ ショモンダイ by 麻生 裕介 & Aso Yusuke
電子記録債権制度の概要と実務上の諸問題
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結語
1　電子記録債権法の制定経緯
　電子記録債権法（以下「本法」又は「法」という）は、ひとことで言えば、
民法上の指名債権とも手形法上の手形債権とも異なる、新たな金銭債権（電
子記録債権）を創設する法律である。
　従来、中小企業の資金調達は、売掛金に代えて取得した手形の割引による
ところが大きかったが、その手形は発行枚数が年々減少しており（手形には
盗難・紛失リスクがあるため、手形を発行する企業において管理費用を嫌っ
たものと推測される）、その結果、中小企業が資金調達する手段が失われる
という状態を招いていた。他方で、手形割引による資金調達に代わって、売
掛債権等の流動化が進められたものの、売掛債権には一般に譲渡禁止特約が
付されていることや、指名債権の二重譲渡リスク等の要因もあり、中小企業
の資金調達という観点からは、円滑に進んでいるとは言い難い状況にあった。
　このような中、電子的手段による債権譲渡の推進によって中小企業等の資
金調達環境を整備する1といった目的で検討が進められたのが、電子記録債
権法制である。
　平成18年3月31日には、「電子債権法（仮称）の制定に向けた検討を進め、
平成18年度中に法的枠組みの具体化を目指す」との閣議決定がなされ、か
かる閣議決定を受けて、法務省では電子記録債権の私法的側面が、経済産業
省では電子記録債権を用いたビジネスモデルが、金融庁では電子記録債権の
記録を管理する電子債権記録機関のあり方等がそれぞれ検討された。そして、
法制審議会や金融審議会での検討を踏まえて、平成19年度の通常国会（第
166回国会）に本法の法案が提出され、平成19年6月20日、参議院本会議で
1政府IT戦略本部の平成17年2月24日付「IT戦略パッケージー2005」
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可決されて成立した。
ll　電子記録債権法の概要
1．電子記録債権とは
（1）電子記録債権の定義と特徴
　電子記録債権は、その発生又は譲渡について電子記録（電子債権記録機関
が、自己の備える記録原簿に記録事項を記録すること）を要件とする金銭債
権である（法2条1項）。すなわち、電子記録債権を発生させ、又は譲渡する
には、その旨を記録（電子記録）しなければならないのであり、記録外でい
くら合意をしても、発生や譲渡といった法律効果を生じない。その結果、権
利の変動が記録原簿上の記録と完全にリンクされることとなり、二重譲渡リ
スクを排除することが可能となっている。
　また、電子記録債権の内容は、後述する債権記録の記録によって定まるほ
か（法9条1項）、債権記録に債権者又は質権者として記録されている者はそ
の権利を適法に有するものと推定される（同条2項）。したがって、電子記録
債権を取得しようとする者が現在の権利者や権利の内容を確認するには、債
権記録の記録内容さえ確認すれば良いことになる。このように、電子記録債
権は民法上の指名債権にはない可視性を有している。
（2）電子記録債権の種類
　電子記録債権には、①発生記録によって生じる電子記録債権（法15条）、
②保証記録によって生じる電子記録債権（法31条）及び③特別求償権（法35
条）の3種類がある。
　①は、債権者と債務者の間で、金銭債権を発生させる旨の電子記録（発生
記録）を行うことによって発生するものであり、②は、電子記録債権を主た
る債務として行う保証で、その旨の電子記録（保証記録）を行うことによっ
て発生する保証債務履行請求権（としての性質を持つ金銭債権）である。また、
③は、電子記録保証の保証人（電子記録保証人）が、主たる電子記録債権の
債務者に代わって弁済等によって当該電子記録債権を消滅させ、その旨の電
子記録（支払等記録）をした場合に、当該主たる債務者に対して取得する求
償権（としての性質を持つ金銭債権）である。
2．電子記録債権を支える基本的制度
（1）電子債権記録機関
　上記のとおり、電子記録債権を発生させ、又は譲渡するには電子記録が必
要となるが、その電子記録を行うのは電子債権記録機関と呼ばれる株式会社
である（法2条2項）。電子債権記録機関は、電子記録債権を管理するために記
録原簿を調製しており、当事者の請求や官公署の嘱託があったときは、その記
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録原簿に記録事項を記録しなければならない（法4条）。また、電子記録債権を
発生させる旨の電子記録（発生記録）や一度発生した電子記録債権を分割する
旨の電子記録（分割記録）によって新たな電子記録債権が発生した場合には、
記録原簿上に、個々の電子記録債権ごとに債権記録を作成し（法2条4項）、そ
の債権記録に、当該電子記録債権に関する記録事項を記録していくこととなる。
（2）電子記録の方法
　電子記録は、原則として当事者の請求により行われる。ここでいう「当事者」
とは、その電子記録によって直接に利益を受ける者（電子記録権利者）と、
逆に直接に不利益を受ける者（電子記録義務者）を意味する。例えば、発生
記録については、債権者になろうとする者が電子記録権利者となり、債務者
になろうとする者が電子記録義務者となる。
　電子記録の請求は、原則として、このような電子記録権利者と電子記録義
務者の双方から請求しなければならない（法5条1項）。もっとも、必ずしも
共同して行う必要はなく（同条3項参照）、また、手続の詳細は、電子債権記
録機関ごとに業務規程において定めることが可能である2。
（3）電子記録の種類
　電子記録には、主として、①発生記録（法15条）、②譲渡記録（法17条）、
③支払等記録（法24条）、④変更記録（法26条）、⑤保証記録（法31条）及び
⑥質権設定記録（法36条）の6種類3がある。
　①や⑤の電子記録によって電子記録債権が発生し、②の電子記録によって
譲渡することができる。また、弁済や相殺等を行って電子記録債権が消滅し
た場合には③の電子記録を行い、記録された内容を変更するには④の電子記
録を行う。⑥の電子記録は、その名のとおり電子記録債権に質権を設定する
ための電子記録である。
（4）電子記録の請求に係る意思表示
　電子記録債権の発生要件は発生記録がなされることである。したがって、
電子記録債権を行使する際の要件事実は発生記録の存在（権利行使者が当該
電子記録債権を譲渡記録により取得した者である場合には、発生記録及び譲
渡記録の存在）をもって足り、電子記録債権を発生させる旨の意思の合致を
別途主張立証する必要はない。
　しかし、このことは、意思主義の放棄、すなわち電子記録債権の発生に当
事者の意思表示が不要であることを意味するものではない。法第12条第1項
2始関正光・高橋康文編『一問一答電子記録債権法』（商事法務）34頁参照。
3このほか、質権の順位の変更の電子記録（法39条1項）、転質の電子記録（法40条）、元
　本の確定の電子記録（法41条1項）、信託の電子記録（法48条）、強制執行等の電子記録
　（法49条）等の電子記録がある。
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及び法第13条において「電子記録の請求における相手方に対する意思表示」
といった表現が用いられていることや、発生記録の記録事項として「債務者
が一定の金額を支払う旨」（法16条1項1号）が挙げられていること等から
も明らかであるように、本法は、電子債権記録機関に対する電子記録の請求
に、相手方に対する意思表示が含まれることを当然の前提としている。
　そのため、その意思表示に錯誤や詐欺、強迫といった無効ないし取消原因
がある場合には、民法の一般原則に従って、その意思表示の無効を主張し、
又は意思表示を取り消すことが可能である。もっとも、本法では、電子記録
債権の取引の安全を保護するため、善意無重過失の取得者を保護する特則を
設けている（法12条）。
（5）不実の電子記録と電子債権記録機関の責任
　以上のように、電子記録は、当事者の請求等によって行われるものである
が、記録原簿は電磁的記録により調製されるため、ハッキング等の手段によっ
て、当事者の請求によらずに記録内容が書き換えられることも想定される。
このように、請求と異なる記録が行われている場合など不実の電子記録が存
在する場合や、債権記録等の保存期間の経過前に電子記録が消去されている
場合、電子債権記録機関は、当該電子記録の訂正又は回復を行わなければな
らないものとされている（法10条2項）4。
　そして、このように不実の電子記録が存在する場合や請求等によらない電
子記録の消去があった場合（法10条1項各号及び同条2項）、電子債権記録機
関は、これらの事由によって当該電子記録の請求者その他の第三者に生じた
損害を賠償する義務を負い、電子債権記録機関の代表者及び使用人その他の
従業者5がその職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明したとき
に限り6、その責任を免れることができる（法11条）。
（6）記録事項の変更
　例えば、①当事者の合意により、電子記録債権の内容を変更する場合や、
②改名若しくは商号変更又は住所変更により、当事者の氏名又は名称及び住
所（以下「名称等」という）を変更する場合、③一般承継が生じたことによっ
4但し、電子記録の訂正や回復をするにあたって、電子記録上の利害関係を有する第三
　者がある場合には、当該第三者の承諾を得なければ、電子記録の訂正又は回復を行う
　ことはできない（法10条1項但書、同条2項但書）。仮に、電子記録の訂正又は回復に
　ついて第三者の承諾が得られない場合には、当事者（法29条により、当該第三者も含
　まれる）の請求により変更記録を行うべきことになる。
5「その他従業者」には、電子債権記録機関から業務委託を受けた会社の役員や従業員も
　含まれると解される。
6同様に、電子債権記録機関が無権代理人やなりすましによる請求に従って電子記録を
　した場合にも、電子債権記録機関の過失が推定されている（法14条）。
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て、当事者の名称等を変更する場合、④電子記録債権の債権者に法定代位し
ている者が求償権を譲渡することによって、電子記録債権が移転した場合に
おいて、当事者の名称等を変更するといった場合には、債権記録に記録され
ている事項を変更する必要がある。
　このような場合には、当事者の請求により、記録事項を変更する旨の記録
（変更記録）を行うこととなる（法26条乃至29条）。
3．電子記録債権の発生、譲渡及び消滅等
（1）電子記録債権の発生
　既述のとおり、電子記録債権は発生記録によって発生する。
　発生記録に係る記録事項としては、債務者が一定の金額を支払う旨、支払
期日、債権者の氏名又は名称及び住所、債務者の氏名又は名称及び住所といっ
た必要的記録事項（法16条1項各号）と、分割払いの定めや利息等の定め、
期限の利益の喪失事由といった任意的記録事項（同条2項各号）とがあるが、
このうち、必要的記録事項（記録番号や記録の年月日といった形式的な事項
を除く）については、一つでも記録を欠くと電子記録債権は発生しないもの
とされている（同条3項）。
（2）電子記録債権の譲渡
①電子記録債権の譲渡
　電子記録債権と同様に、債権譲渡が可視的に記録される制度としては、動
産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律に基づく債
権譲渡登記があるが、債権譲渡登記は第三者対抗要件を具備するためのもの
であり、債権譲渡登記を行わなくても、譲渡の効力自体は発生する。
　これに対して、電子記録債権の譲渡については、「譲渡記録をしなければ、
その効力を生じない」ものとされている（17条）。したがって、譲渡記録が
効力発生要件となり、そもそも譲渡記録がなければ、譲渡の効力自体が発生
しないという帰結となる。
　そのため、仮に、電子記録債権の債権者（譲渡人）が、第三者（譲受人）
との間で電子記録債権を譲渡する旨の合意をしたものの、譲渡記録を行って
いないという場合には、未だ当該譲渡の効力は生じていないことになるため、
債務者としても、（上記合意の存在を知っているかどうかにかかわらず）電
子記録名義人である譲渡人に対して、電子記録債権に係る債務の弁済を行う
べきことになる。
　なお、民法上、譲渡禁止特約には物権的効力があると解されているが、電
子記録債権の内容として譲渡禁止特約を合意した場合であっても、「譲渡記
録をすることができない」との記録事項を記録しない限り、当該合意は人的
抗弁に止まるものと考えられる。
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②電子記録債権の善意取得
　譲渡記録の請求により電子記録債権の譲受人として記録された者（以下「電
子記録譲受人」という）は、自らに悪意又は重大な過失がある場合を除き、
当該電子記録債権を取得することができるものとされている（法19条1項）7。
いわゆる「善意取得」であり、手形法と同様、善意無重過失の取得者を保護
するものである。
　但し、以下の場合には、電子記録譲受人は、電子記録債権を善意取得する
ことができないとされる（法19条2項各号）。
　（a）発生記録に「善意取得の規定を適用しない旨」が記録されている場合
　（b）電子記録譲受人が、支払期日以後にされた譲渡記録の請求により電子
　　　記録債権（分割払の方法により支払うものにあっては、到来した支払
　　　期日に係る部分に限る）の譲受人として記録されたものである場合8
　（c）個人（個人事業者である旨の記録がされている者を除く）である電子
　　　記録債権の譲渡人がした譲渡記録の請求における譲受人に対する意思
　　　表示が効力を有しない場合において、電子記録譲受人が当該譲渡記録
　　　後にされた譲渡記録の請求により記録されたものである場合9
③人的抗弁の切断
　債権記録外の合意が電子記録債権の内容とならないことは既に述べたが、
他方で、債権記録外の合意であっても、合意をした当事者間においてまで、
その法的効力を否定する必要はない。したがって、債権記録に記録されてい
ない合意であっても、その合意をした相手方に対しては、当該合意内容を抗
7電子記録譲受人が保護されるための主観的態様が善意無重過失であることや条文構造
　からすると、法19条1項の規定は、手形法16条2項の規定をベースとしたものである
　と思われる。そして、手形法16条2項と同じく電子記録譲受人の悪意又は重過失が「た
　だし」以下に規定されている法19条1項の条文構造からすると、手形法16条2項と同様、
　電子記録譲受入が善意かつ無重過失であることは推定され、電子記録譲受人に悪意又
　は重過失が存在することは抗弁事由になるものと考えられる。
8電子記録債権の債務者を二重払いのリスクから保護するための例外である。なお、分
　割払いの定めがある場合には、支払期日の到来している部分だけが例外の対象となる
　ため、その余の部分については、原則どおり善意取得の適用がある（つまり、1つの電
　子記録債権のうち、譲受人が善意取得する部分と、善意取得しない部分とを生じるこ
　とになる）。
9消費者を保護するための例外である。法19条2項3号は少し読みにくい条文だが、要す
　るに、電子記録債権が譲渡人（消費者）→譲受人A→譲受人Bと転々譲渡され、譲渡人（消
　費者）と譲受人Aとの間に無効ないし取消しの原因がある場合、善意取得の可否が問
　題となるのは譲受人Aと譲受人Bとの間の譲渡となる。そこで、その譲受人Aと譲受
　人Bの間の譲渡について譲渡記録がなされても、善意取得の対象とはならないことを
　示すために、「当該譲渡記録後にされた譲渡記録の請求により記録されたもの」として
　いるのである。
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弁（ここでは、債務の履行を請求された者が、その履行を拒むことのできる
事由を意味する）として主張することが可能というべきである。
　もっとも、このような人的関係に基づく抗弁を、合意をした相手方以外に
対しても主張できることになれば、電子記録債権の譲受人を害することにな
りかねず、電子記録債権の流通性を損ねることとなる。そのため、本法は、「電
子記録債権の債権者に当該電子記録債権を譲渡した者に対する人的関係に基
づく抗弁をもって当該債権者に対抗することができない」と規定し、電子記
録債権が譲渡された場合には原則として人的関係に基づく抗弁（人的抗弁）
が切断されることしている（法20条1項）。なお、「当該債権者が、当該電子
記録債務者を害することを知って10当該電子記録債権を取得したとき」は例
外的に人的抗弁は切断されない（同項但書）。また、善意取得と同様の例外
が定められている（法20条2項）。
（3）電子記録債権の消滅
①電子記録債権の消滅と支払等記録
　電子記録債権の消滅事由は、基本的には民法に委ねられているため、弁済
や相殺、更改といった事由（支払い、相殺その他の債務の全部若しくは一部
を消滅させる行為又は混同を「支払等」という）11’12によって消滅する。なお、
発生や譲渡の場面とは異なり、電子記録債権の消滅の場面では、電子記録（支
払等記録）は効力発生要件ではなく、その消滅を電子記録債権の譲受人その
他の第三者に主張するための要件であるに過ぎない13。
　支払等が債務者によって行われ、その旨の支払等記録が行われた場合には、
以後、債務者は、電子記録債権が消滅したことを第三者に対しても対抗でき
10法20条1項の条文の体裁からも明らかなように、同条項は手形法17条の規定をベース
　としているものと考えられる。そのため、「害することを知って」の意味も、手形法の
　解釈、すなわち「所持人が手形を取得するにあたり、手形の満期において、手形債務者
　が所持人の直接の前者に対し、抗弁を主張して手形の支払いを拒むことは確実である
　という認識をもっていた場合」を意味するものと解されている（前掲始関・高橋98頁）。
11支払等のうち混同についてだけは、混同を原因とする支払等記録をされた場合を除き、
　電子記録債権を消滅させる事由とはならない（法22条1項）。電子記録債権の債務者が
　自ら当該電子記録債権を取得した場合であっても、再度これを譲渡して流通させるニ
　ーズもあると考えられるためである。
12電子記録債権は時効によっても消滅するが、その消滅時効の期間については、民法上
　の指名債権の消滅時効である10年間や、商事債権の消滅時効である5年間よりも短い、
　3年間とされている（法23条）。
13電子記録債権の消滅の場面で電子記録が要件とされない理由は、少なくとも当事者間
　では、弁済等によって電子記録債権の消滅という法律効果を発生させる必要がある（弁
　済等についても電子記録を効力発生要件とすると、電子記録を行うまでは当事者間で
　も弁済等による電子記録債権の消滅の効力を主張できないことになり、不合理な結論
　となる）ためである。
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る。他方、支払等が電子記録保証人によって行われ、その旨の支払等記録が
行われた場合には、債務者に対する特別求償権を生じさせる効果を生じるこ
とになる。
②支払等記録
　前述のとおり、電子記録の請求は当事者の双方により行われるのが原則で
あるが、支払等記録については、電子記録義務者の単独の請求により行うこ
とが可能とされている（法25条1項1号、同項2号）。また、電子記録債権の
債務者や支払等を行った者（以下「債務者等」という）は、電子記録義務者
の承諾を得て、支払等記録を単独で請求することができる（同項3号）。
　そして、電子記録債権や電子記録債権を目的とする質権の被担保債権（以
下「電子記録債権等」という）について支払等があった場合、債務者等は、
電子記録名義人等に対して、電子記録債権等について支払等記録をすること
の承諾を求めることができ、また、電子記録債権等に係る支払いを請求され
た場合には、支払等記録との同時履行（引換給付の抗弁）を主張することが
できる（同条2項、3項）。
（4）電子記録保証
　電子記録債権に係る債務を主たる債務とする保証を行う場合において、そ
の保証に係る保証債務履行請求権を電子記録債権とするためには、保証記録
をする必要がある（法31条）14。
　なお、電子記録保証については、手形保証（手形法32条2項）と同様に、
その独立性が定められており、主たる債務の債務者がその債務を負担しない
場合であっても、電子記録保証人はその保証債務を免れることはできない（法
33条1項）15。
　また、上記のとおり、電子記録保証は、民法における保証や連帯保証とは
異なり、主たる債務とは別個独立した債務を負うものであるため、民法や商法
の保証や連帯債務に関する規定は適用されないものとされている（法34条）。
（5）質権
　電子記録債権を目的とする質権の設定は、その旨の電子記録（質権設定記
録）をしなければ、その効力を生じないものとされている（法36条1項）。
14逆に、保証債務履行請求権を電子記録債権とする必要がなければ、保証記録を行わな
　いこともでき、その場合には、民法上の保証として有効であると考えられる。
15（i）発生記録において、最低限の記録事項（法16条1項1号乃至6号に規定される事由）
　の記録を欠くことにより、主たる債務（電子記録債権に係る債務）が発生しない場合（法
　33条1項）、（li）法32条1項1号乃至3号の記録を欠く場合（法33条1項）、価）電子記
　録保証人が個人（個人事業者である旨の記録がされている者を除く）である場合（法33
　条2項）といった例外がある。
114
　なお、上記質権については、民法上の規定が多く準用されている（法36条
3項）16。
（6）分割
　電子記録債権は、分割記録をすることによって、分割をすることができる（法
43条1項）。例えば、①電子記録債権の一部を譲渡しようとする場合（この場合、
当該一部について電子記録債権を分割してから、分割後の電子記録債権につ
き譲渡記録をする）や、②電子記録債権の債権者や債務者が複数ある場合（こ
の場合、当該債権者や債務者ごとに電子記録債権を分割する）、③分割払の定
めのある電子記録債権（この場合、分割払の支払期日ごとに電子記録債権を
分割する）といった場合に、分割記録を利用することが考えられる。
　なお、分割記録の請求は、分割債権記録に債権者として記録される者だけ
ですることができる（法43条3項）。
（7）電子記録債権に対する強制執行等
　電子記録債権に対して差押えを行う場合、執行裁判所は、差押命令におい
て、①債務者に対して取立てその他の処分又は電子記録の請求を禁止し、②
当該電子記録債権の債務者（第三債務者）に対して債務者への弁済を禁止し、
③当該電子記録債権の電子記録をしている電子債権記録機関に対して電子記
録を禁止する（民事執行規則150条の10第1項）。この場合、差押債権者は、
差押え対象の電子記録債権について、債権執行と同様に取立てを行うことが
できる（同規則150条の15・民事執行法155条）ほか、差押債権者への譲渡
命令又は第三者への売却命令を得て債権の回収を図ることができる（同規則
第150条の14）。
4．電子債権記録機関の監督
　これまでに述べたように、電子記録債権の発生や譲渡といった権利変動や、
権利の内容は、記録原簿（債権記録）上の記録によって定まるため、その記
録原簿を管理する電子債権記録機関の業務の適正を確保することは、記録原
簿の記録の信頼性、ひいては電子記録債権制度の信頼性を確保するために極
めて重要である。
　このような見地に鑑み、本法は、電子債権記録機関の業務の適正を確保す
るため、①電子債権記録機関を専業制とし（法57条）、②主務大臣の指定を受
けるための一定の要件（一定の財産的基盤や業務遂行能力を有することなど）
を定める（法51条1項各号）とともに、③一定の財産的基盤（資本金の額や純
資産額について、一定の金額以上であること）を維持することを求め、かつ、
16なお、民法346条が準用されることにより、電子記録質権の被担保債権の範囲には抵当
　権及び不動産質権のような制約（利息について、最後の2年分に限る旨の制約）がない。
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④主務大臣の指定後も監督官庁の監督を受けることとしている。
　監督の具体的な内容としては、電子債権記録機関が会社としての各種の行
為を行うには主務大臣の認可が必要とされるほか、主務大臣への届出や報告
義務等があり、また、一定の場合には、電子債権記録機関に対して立入検査
（法73条）や行政処分（法74条）を行うことが可能となっている。
5．ロ座間送金決済等
　前述のとおり、電子記録債権について支払等が行われたとしても、その旨
の支払等記録がされるまでの間は、当該支払等による電子記録債権の消滅を
第三者に対抗することはできず、かかる事由は支払等の当事者における人的
抗弁に止まる。
　このような場合において、債務者による二重払いを防ぐため、債務者は、
債権者から電子記録債権に係る債務の弁済を請求された場合には、支払等記
録に係る承諾との同時履行（引換給付の抗弁）を主張できるものとされてい
る（法25条3項）。しかしながら、実際上、電子記録債権に係る債務の弁済
の多くは、事前の振替依頼に基づいて口座間決済によって行われることが予
測されており、債務者が同時履行の抗弁権を主張する間もなく、送金が行わ
れてしまう可能性がある。
　そのため、債務者を二重払いのリスクから保護するためには、債務者が支
払いを行った場合に、確実に電子債権記録機関によって支払等記録が行われ
るような制度を構築することが有効といえる。
　そこで、本法では、債務者の口座から債権者の口座に対して送金があった
時点（法62条に規定されるロ座間送金決済に関する契約の場合）又は債権者
口座に入金があった時点（法64条に規定される支払いに関するその他の契約
の場合）で、銀行等から電子債権記録機関に一定の事項を通知させることに
より、電子債権記録機関が自動的に支払等記録を行う制度を設けて、支払い
と支払等記録の同期性を確保し、もって債務者を二重払いのリスクから保護
することとしている。
　債務者が二重払いのリスクを負う制度が市場に定着する可能性は低いた
め、実務的にも、口座間送金決済等の導入が標準的になるものと思われる。
6．記録事項の開示
　電子債権記録機関による記録原簿に記録された記録事項の開示は、誰でも
登記事項の証明を請求することのできる登記制度とは異なり、原則として、
債権記録に記録されている者（電子記録名義人及び電子記録債務者を含む）
に対してのみ、かつ自己に必要な範囲内でのみ行われる（法87条1項）。その
ため、例えば電子記録債権を譲り受けようとする者が記録事項を確認しよう
とする場合には、直接電子債権記録機関に対して開示を請求することはでき
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ず、電子記録名義人を通じて必要な情報を得る必要があるということになる。
皿　権利移転法制の進展と電子記録債権法制
1．権利移転に関する従来の考え方
　民法上、権利移転については意思主義が採用されており、物権についての
占有移転（動産の場合）や登記（不動産の場合）、債権についての債務者への
通知又は債務者の承諾は、いずれも対抗要件に止まるものである。
　これに対して、手形や株式、社債といった特別の法律に基づいて発行され
る有価証券については、当事者間の意思の合致だけでは権利移転の効力が生
じず、株券等の無記名証券については有価証券の占有移転が効力要件とされ
（会社法128条1項参照）、手形等の指図証券については証券の裏書によって
権利移転が生じる（手形法11条1項参照）。これにより、有価証券（或いは、
有価証券に化体された権利それ自体）については、権利の二重譲渡リスクが
排除される。また、有価証券の占有者又は最終の裏書人には権利推定効が付
与され、これらの者から権利の譲渡を受けた者は権利の善意取得が可能であ
る。加えて、これらの有価証券については、債権譲渡のように債務者への通
知を行い、又は債務者の承諾を得て対抗要件を具備する必要はなくなるため、
権利譲渡の手続が容易になる（なお、株式等の移転について発行会社に対す
る対抗要件を具備するためは、権利の引っ張り合いを解決することとは別の
目的から、株主名簿への記載又は記録が必要である）。このような権利移転
面における有価証券の特殊性は、権利の流通性を高めるという目的に基づく
ものといえる。
2．受寄機関における有価証券の集中保管と振替決済
　以上のように、権利を証券と結合するという有価証券法理は、権利の流通
性を高める目的で考案された工夫であるといえるが、有価証券の中でも特に
株券については、取引所取引が整備され、流通量が飛躍的に高まった結果、
券面の存在がかえって効率的な決済の妨げとなるようになった。
　そこで、昭和30年代から昭和40年代にかけて、受寄機関が株券を集中保
管し（混蔵寄託）、最終投資家の権利は保管された集合物としての株券にっ
いての共有持分と構成した上で、権利移転については受寄機関及びその参加
者（証券会社等）における帳簿上の振替決済により行うという実務が構築さ
れた（振替決済制度）。しかしながら、共有持分に関する権利移転や対抗要
件具備について法制上の位置づけは必ずしも明確でなく、そのため、取得者
が権利を善意取得できるのかどうかも法律上は明確でなかった。また、上記
の実務においては、受寄機関、その参加者たる証券会社、最終投資家といっ
た階層構造が採用されていたが、この階層構造の下で、最終投資家が受寄機
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関の株券について所有権ないしその共有持分を持つことが法的に担保されて
いるのか、さらには、受寄機関及び証券会社の備える帳簿にどのような意味
が認められるのかなど、明確な法律を欠くが故の問題が多数存在した。
　そこで、法制審議会及び証券取引審議会における議論を経て、昭和59年に
株券等の保管及び振替に関する法律（以下「保管振替法」という）が制定され、
保管振替機関（上記の受寄機関）が集中する株券等については、保管振替機
関や参加者（証券会社等）の備える帳簿（口座簿）の記載に「占有」と同一の
効果が与えられることとなった。これにより、最終投資家が株券等の共有持
分を持つことが法律上明確となり、また、商法（現在の会社法）上の規定と併
せ読むことによって、振替決済による権利の取得が善意取得の対象となった。
このように、保管振替法は、あくまでも従来の有価証券に関する権利移転法
制の枠内で、大量の有価証券の受渡しを効率的に行うために構築された実務
的な工夫に法的な裏付けを付与したものであったということができる。
3．社債、株式等の振替に関する法律における権利移転法制
　保管振替法の制定により、権利の流通段階におけるペーパーレス化は相当
進展した（さらに、株券不所持制度の活用により、発行段階におけるペーパー
レス化もある程度進展していた）が、証券決済をより迅速かつ安全なものと
し、かつ券面の発行コストを削減するため、発行段階からの完全なペーバー
レス化が求められるようになった。
　こうした流れを受け、平成13年に、まずは短期社債（償還期限が1年未満
である社債）を対象とした短期社債等の振替に関する法律（以下「振替法」
という）が制定された。振替法は、その対象とする短期社債（振替短期社債）
については、発行段階から原則として券面を発行しないものとし、振替機関
や口座管理機関（証券会社等）の備える振替口座簿に記載又は記録をしなけ
れば、振替短期社債の権利移転の効力が生じないものとした。当然のことな
がら、券面を発行しないために、保管振替法のように帳簿の記載に占有擬制
の効果を与えるという手法を用いることができず、その結果として、振替法
は、帳簿の記載に権利推定効や善意取得といった法律効果を直接付与すると
いう、従来の考え方を超える新たな制度を創設することとなった。
　振替法は、その後国債や社債、株式等を対象に加え、現在では「社債、株
式等の振替に関する法律」と改題されている（なお、保管振替法は、株式等
を振替法の対象に加えた際に廃止された）。
4．電子記録債権法における権利移転法制
　電子記録債権法の制定経緯を考えるにあたっては、冒頭で触れたような政
策面での立法経緯のほか、ここで述べたような権利移転法制の進展を無視す
ることはできない。特に、新たな枠組みの権利移転法制を創設したという点
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で振替法の存在は大きく、同法という前例があったからこそ、電子記録債権
法の制定がスムーズに行われたのではないかとも考えられるところである。
　振替法と電子記録債権法は、いずれも、ある機関（振替法においては振替
機関及び口座管理機関、電子記録債権法においては電子債権記録機関）の備
える帳簿に、権利推定効や善意取得といった直接的な法的効果を付与する点
では共通している。他方、電子記録債権法が振替法と異なるのは、電子債権
記録機関への請求に意思表示を含むものと構成することによって、権利移転
に係る意思の合致も法律に取り込んでいるという点である。これにより、電
子記録債権法においては、原因関係とは切り離された、いわば無因的な権利
移転を観念することが可能（記録機関に対する意思表示に理疵があるのなら
ば格別、背後にある合意について毅疵があっても譲渡は影響を受けない）と
なり、振替法と比べても、流通面での法的安定性はより高いといえる。
N　電子記録債権制度と実務上の諸問題
1．電子記録債権と原因債権との関係
（1）電子記録債権の発生と原因関係の帰趨
　電子記録債権は原因債権とは別個独立した債権であるが、電子記録債権を
発生させる際には、その背後に何らかの原因関係が存在するはずであり、例
えば原因関係上の債権（原因債権）の支払手段として電子記録債権を発生さ
せた場合、電子記録債権の発生による原因債権の帰趨が問題となる。この問
題は、手形法においては、手形と原因関係（手形行為が原因関係に与える影響）
という問題で古くから論じられてきたところであり、一般に、①原則として
当事者の意思により決するべきであり17、②当事者の意思が不明確であると
きは、支払いのために手形が交付されたものと推定すべきであると解されて
いる18。そして、このような考え方は、電子記録債権にも適用されると考え
られている19。
　なお、手形法における解釈を電子記録債権に適用ないし応用することがで
きるか、また、手形法に関する判例又はその趣旨が電子記録債権に及ぶかに
ついては、上記の点に限らず、手形理論を基礎理論の一つとしていると思わ
17当事者が原因債権を消滅させる明確な意思を有している場合には、それに従うことに
　なる。なお、この場合の法律構成としては更改も考えられるところだが、代物弁済と
　解するのが一般的である。
18田邊光政『最新手形小切手法　五訂版』301頁、前田庸『手形法・小切手法入門』102頁
　等
19前掲始関・高橋85頁以下、佐藤哲治「電子記録債権の法的位置付け」（NBL918号33頁
　以下）、池田真朗「債権譲渡の実務と法理に関する国際的動向とわが国の現状」（銀行法
　務21・679号9頁）等
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れる電子記録債権法制全体について検討されるべき問題であるが、一般論と
しては、①当該解釈や判例の基礎にある考え方が手形特有のものであるか、
それとも普遍性を持ったものであるか、②手形特有のものであるとしても、
手形と電子記録債権に共通性の認められるものであるか等によって決せられ
るものであり、手形法の解釈や判例が無条件に電子記録債権に当てはまるも
のではないと考えるべきであろう。
　この点、上述の原因債権の帰趨の問題についていえば、手形法における解
釈は特に手形特有の考え方に依拠するものではないと思われる20ため、当該
解釈を電子記録債権に適用ないし応用することも可能と考えられる。
（2）電子記録債権と原因債権の実質的二重譲渡
　電子記録債権について二重譲渡が発生しない点は既に述べたとおりだが、
手形の場合と同様に、電子記録債権と原因債権とが別々に相手方に譲渡され
ること（いわば実質的二重譲渡）は考えられる。
　この場合、手形法においては、債務者の二重弁済を防止する観点から、手
形返還の抗弁を主張できると解されている（最判昭和35年7月8日民集14巻9
号1720頁）。そして、債務者の二重弁済を防止する必要があるのは電子記録
債権の場合も同様であり、債務者は、原因債権を行使してきた第三者に対して、
同趣旨の抗弁21を主張して支払いを拒むことができると解すべきである22。
　なお、債務者は、以上のように原因債権の譲受人に対しては一定の抗弁を
主張できる可能性があるが、電子記録債権の譲受人に対しては、人的抗弁の
20手形法においては、手形の交付により原因債権が消滅した場合、手形の受取人が多くの
　不利益（原因債権を被担保債権とする担保権を失うといった不利益や代わりに交付を受
　けた手形について支払いを受けられるとは限らないといった不利益）を受けることから、
　原則として原因債権と手形債権を併存させる（支払いのために手形を交付する）とする
　のが当事者の合理的意思に適うと考えられている。このような考え方は、支払いのため
　に交付する財産が手形であることよりも、主として原因債権を消滅させることの不利益
　に着目した考え方であるといえ、一定の普遍性を持ったものといえる。
21債務者が抗弁として主張できる内容は、当事者間で明確な合意があればそれに従い、
　明確な合意がなければ当事者の合理的意思を探ることになる。この点、前掲始関・高
　橋87頁は、債務者は「電子記録債権について債務者が支払等記録の請求をすることの
　承諾をすることができる地位を取得して当該承諾をするのと引き換えでなければ支払
　わない」旨の抗弁を主張できるとする。手形法の判例をそのまま電子記録債権に置き換
　えたものと思われるが、端的に「電子記録債権が存在する場合には原因債権の支払義務
　を負わないこと（又は電子記録債権と原因債権が併存する場合には、電子記録債権を先
　行行使すべきこと）」を抗弁として主張できると考えられないだろうか。
22なお、電子記録債権の発生前に、原因債権の譲渡について債務者対抗要件が具備され
　ている場合には、債務者は、原因債権の支払いを拒めない。この場合、電子記録債権
　を発生させた時点で、債権者は既に原因債権の債権者ではないことから、そもそも原
　因債権に抗弁が付着しないと考えられるためである。
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切断（法20条）により、原則として何らの抗弁も主張することができず、支
払いに応じるほかない。これを債権の譲受人の側から捉えれば、電子記録債
権を譲り受ける場合には抗弁の対抗を受けずに弁済を受けられる蓋然性が高
いのに対して、原因債権を譲り受ける場合には、当該原因債権が二重譲渡さ
れているかどうかのみならず、当該原因債権を原因関係として電子記録債権
が発生していないかといった点についてもリスクがあるということになる23。
2．電子記録債権と相殺
　電子記録債権の債務者は、弁済による電子記録債権の消滅その他債権者に
対して主張できることのできる事由（人的抗弁）があった場合でも、当該事
由が記録されていない場合には、原則としてan当該事由を電子記録債権の譲
受人に対しては主張することはできず、支払いに応じなければならない（法
20条1項）。
　このため、既に述べたように日座間送金決済等により、できる限り支払い
と支払等記録の同期的管理が行われることが重要であるが、特に電子記録債
権の債権者について破産手続等の倒産手続が開始されるなどした場合には、
債務者から電子記録債権を受働債権とする法定相殺を行うことも十分に考え
られる。このような場合において、債務者が、自らの期限の利益を放棄す
るasなどして（期限の利益を喪失する場合も考えられる）支払期日より前に相
殺の意思表示を行ったところ、その旨の支払等記録が行われる前に電子記録
23このため、売掛債権の決済手段として電子記録債権が広く普及した場合、その普及の
　分だけ原因債権たる売掛債権についてはリスクが増すことになり、売掛債権の流動化
　等の取引は減少していくのではないかと思われる。
24当該譲渡が支払期日以後のものである場合には、債務者は、譲受人に対して、譲渡人
　に対する人的抗弁を主張することができる（法20条2項2号、民法468条2項）。
25民法上、期限の利益は原則として債務者が単独で行うことができる（民法136条2項本文）
　とされ、期限の利益が放棄された債務は期限の定めのない債務となる。これに対して、
　電子記録債権については、期限の利益を放棄するための特別の制度は存在せず、また、
　そもそも期限の定めのない電子記録債権は許容されていない（法16条正項2号）ため、
　期限の利益を放棄したことの効果を民法と同じように記録に反映させることがそもそも
　困難である。しかしながら、電子記録債権について、債務者により期限の利益が放棄さ
　れているということは、少なくとも当事者間では有効であり、電子記録債権が譲渡され
　た場合に人的抗弁として譲受人に対抗できない問題であるに過ぎない。そのため、期限
　の利益を放棄したことの効果を債権記録に反映させない（できない）としても、期限の
　利益を放棄した時点の債権者及び債務者間において、債務者が期限の利益を放棄したも
　のとして取り扱うこと、具体的には、債務考が期限前に弁済をすることや、債務者が法
　定相殺を行うことは、可能であると考えられる。なお、法定相殺についていえば、受働
　債権の弁済期が到来していない場合であっても、債務者が期限の利益を放棄しうる場合
　には、現に期限の利益を放棄するとの意思表示をすることなく相殺をすることが可能で
　あると解されている（大判昭和8年5月30日民集12巻1381頁）ため、期限の利益を放棄
　したことの効果を債権記録に反映できない点を検討する実益はあまりない。
121
債権が第三者に対して譲渡されてしまったという場合、相殺による電子記録
債権の消滅は譲渡人に対する人的抗弁に止まるため、債務者は、相殺による
電子記録債権の消滅を当該第三者に対して主張することができない（法20条
1項）。その結果、理論上、相殺によって自働債権が消滅してしまうにもか
かわらず、受働債権（債務）たる電子記録債権は消滅せず、債務者は二重払
いの負担をしければならないという帰結となる。
　このように、電子記録債権を受働債権とする法定相殺には大きなリスクが
存在するため、電子記録債権の債務者となる場合には、①予め債権者との間
で支払等記録の請求を停止条件とする相殺契約等を締結しておく、②相殺を
条件とする法25条1項3号の承諾を債権者から事前に得ておく等の事前の対
応が不可欠である。
V　結語
　立法当初は実際に利用されるのかどうかが懸念された電子記録債権制度で
あるが、全国銀行協会や各主要行による取り組みが進展しており、現状では
複数の電子債権記録機関が稼働する見込み26となっている。今後、どのよう
な分野での利用が進むのかは未知数であるが、少なくとも手形代替と一括決
済方式への導入については、相当程度進むのではないかと思われる。
　上記IVで触れた実務上の諸問題は実際に生じうる数々の問題のほんの一部
であり、今後、数多くの問題が、実務と裁判例等の集積によって解決され、
また合理化されていくものと考えられる。そのようにして電子記録債権制度
の法的安定性の向上が図られ、電子記録債権制度が我が国の金融インフラと
して定着していくことを祈念しつつ、本稿の結びとしたい。
26なお、複数の電子債権記録機関が稼働することについては、長所と短所がある。電子
　債権記録機関間の競争が働く結果、より良いサービスが安価に利用できるようになる
　可能性が高くなるという点では長所といえるが、電子債権記録機関間で相互運用性が
　確保されないとすれば利用者の利便性が低下するといった点やシステム投資が分散さ
　れるため社会的にみて不効率となる虞がある（電子債権記録機関のようなインフラ機関
　については、業界で強固な機関を一つ設立するという考え方もあり得る）といった点
　では短所といえる。
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